






















(51) この考え方を示したのは，例えば， Kromphardtである。 Kromphardt,J., a. a. 0., 
s. 717-718. 
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同 Solow.R. M., op. cit., p. 454. 





















































































側 Ferguson, C. E., op. cit., p. 29. Fergusonの分配モデルの力点は要素市場と生産
物市場の諸条件， {j]fi格，消費，貯蓄，投資に影響を与える所得の形成とその分配にれ
かれている。











(4) R. M. Solowもまた既述の 2つの接近方法を綜合化した分配モデ、ルを構
成しているO Solowは，需要理論的分配理論として取り上げ、た Koldorの分配
(58) Rothschild, K. W., op. cit., p. 13. Rothschildは生産条件と多種類の商品市場が
存在することを無視した「Kaldorモデルの弱点」を明らかにするために，需給両分
配理論の2つの接近方法を導入した2要素2財モデルを構成する。
(59) Solow, R. M., op. cit., pp. 449-453 ; Ditto, "Substitution and Fixed Proportions 







op. cit., p. 449, p. 452.）。
2つの理論は他方の理論がなければ不完全なものであると Solowが考えるのは，
次の理由にもとづくからである。 2つの理論は基本的には両立しないものであり，そ



























ものは実際には相対価格を所与とみなさなければならなしづ（PhelpsBrown, P. H., 
"Discussion of Professor Solow’s Paper’； in Marchal, J. and Ducros, B. (eds.), 
op. cit., p. 467.）ことを示すからである。また，所得は実際には企業や産業で分配さ
れており，巨視的な所得分配率は微視的な所得分配率の荷重平均（この荷重は各産業
で創出された国民所得の比率に等しい。）で示されるからである。
(60) Bombach, G., ,,Die verschiedenen Ansatze der Verteilur:gstheorie“， in Schneider, 
E. (hrsgふ Einkomrnensverteilungund technischer Fortschritt, 1959, s. 96-155, 
insbesondere s. 131-133. Krupp, H. Jー., , ,Personelle‘und ,funktionelle‘Eink-
ommensverteil ung’； Jahrbu・cherfur NationalOkonomie und Statistik, Bd. 180, 1967, 
s. 1ー 22,insb. s. 7. Bombachや Kruppの見解によれば，需要理論的分配モデノレ
の所得範障は本質的には制度的ないしは人的である。
(61) Reder, M. W., op. cit., especially pp. 201ー 202. Rederは2つの分配理論の綜合
化の過程については詳説していない。
側 百々 和先生，『現代資本主義と寡占経済J，昭和44年， 195-207頁。
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と供給理論的分配理論である独占度理論との綜合化を試みているO





(8) Hahnの接近方法と根本的に類似した綜合化は，例えば， W号 Krelle,A. 
ω 











側 Hahn,F. H., "The Share of Wages in the National Income", Oxford Economic 
Paρers, Vol. 3, 1951, pp. 147-157. 
側 Krelle, W., a: a. 0., s. 160-164, s. 173-186. Krelleは供給理論的な価格水準
と需要理論的な価格水準を一致させようとするが，この場合の問題点はそれに対応す
る所得分配率を考慮していないことである（s.166.）。
Sen, A. K.，“Neo-Classical and Neo-Keynesian Theories of Distribution’； Econ-
omic Record, 1963, pp. 53-64, especially p. 61. Schneider, E., a. a. 0 . insb. s. 
115-117. Preiser, E., a. a. 0., s. 23-25. 
紛 Robinson,]., The Accumulation of Capital, 1956, p. 134；杉山清訳，『資本番
積論』，昭和32年， 144-145頁。 Robinsonは資本蓄積率が独占化の程度に影響を与え
る可能性を指摘する。
側 Kaldor,N., op. cit., 1957, pp. 621-622. Kaldor, N. and Mirrlees, J. A., op. cit., 
1962, p. 176. Kaldor, N., "Comment on the Production Function Symposium", 
Review of Economics and Statistics, Vol. 43, 1961-1962, pp. 280-295, especially 






























(67) Rothschild, K. W., a. a. 0., 1965, s. 667. 
























































的 3つのラグの概念は M.Friedmanの意味のものである。 Friedman,F.，“A Mon-
etary and Fiscal Framework for Economic Stability”， American Economic Review, 
























1-SG=CG CG=cG(l-tG)G= (1-sG)(l-tG)G (23) 



















acR πc=P~(l+oc) c oKc 






／月r_R 月rn K ¥ 
(39) le =P （一一一一一一一土。＿＿＿£＿）C¥ oNc oKc c NC ) 
( ()]R ()]R Kk ¥ 
(40) lk =Pk（一一一一 九一一一）
R R¥ aNk aKk 血 NkJ 
ここで， Yは国民純生産， Gは総利潤所得， Gkは投資財産業の利潤所得，
Geは消費財産業の利潤所得， Lは賃金・俸給所得，らは投資財産業の貨幣賃
金率， leは消費財産業の貨幣賃金率， Nkは投資財産業の労働投入量， NCは
消費財産業の労働投入量，乃は投資財産業の利潤率， πcは消費財産業の利潤
率， Kkは投資財産業の資本投入量， Kcは消費財産業の資本投入量， pcは消
費財価格， pkは投資財価格， GR消費財の実質産出量， IRは減価償却を含まな
し、投資財の実質産出量， CGは資本家階級（資本家と略記する。〉の消費， CL
は労働者階級（労働者と略記する。〉の消費， CGは資本家の消費性向， CLは労
働者の消費性向， h は投資財産業のマーク・アップ率， gcは消費財産業のマ
ーク・アップ率， Iは総投資， Sは総貯蓄， Srは政府の貯蓄， SGは資本家の
貯蓄， SL は労働者の貯蓄， S（｝ は資本家の貯蓄性向， SLは労働者の貯蓄性向，




































るO 側式は消費財産業の貨幣賃金率んがこの労働の限界価値生産力P一一一とcoNc acR 
この産業の資本の限界価値生産力 Pc衣づ再配分率九，資本装備率苛の3つ
acR Kc vν ーの経済諸量の積 Pc否玄：oc7v－；との差L等しい」とを意味するo帥式は投資財産
見仁
業の貨幣賃金率らがこの産業の労働の限界価値生産力九百読とこの産業の資
a IR K~ ” aIR KE 本の限界価値生産力九万石’再配分率九，資本装備率〕v：－の積 Pk~ok7｛~ と


























(73) Kaldor, N., op. cit., 1959-1960, p. 121. Peschel, K.’”Bestimmungsgriinde der 
Einkommensverteil ung“， Weltwirtschaftliches Archiv, Bd. 108, 1972, s. 137-166, 
insb. s. 156-157. 
(74) 01cとocの決定には Rothschild,Preiser, Kiilp, Dunlop, Cartterなどの文献の他
に次の文献の考え方が参考になる。 Krelle,W., 円DieGrenzproduktivitatstheorie des 
LohnesぺJahrbucherfur NationalOkonomie und Statistik, Bd. 162, 1950, s. 1-42. 
Lester, R. A.," Shortcomings of Marginal Analysis of Wage-Employment Probl・
ems", in Perlman, R. (ed.), Wage Determination, 1950, pp. 9-30. Machlup, F., 
“Marginal Analysis a11d Empirical Research”， in Perlman, R. (ed.), op. cit., pp. 
30-53. Kerr, C，“Wage Relationships一一TheComparative Imparative Impact 
of Market and Power Forces’＇， in Perlman, R. (edふ op.cit., pp. 80-99.さらに，
貨幣賃金率の決定に関する「交渉理論」（Theoryof Bargaining）の考え方も参考に




この 2部門モデ、ルの分配モデ、ルは，式26，変数26(G, L, Gk, G" lk, Nk, 
le, Ne, 'lT:k, Kk，πc> Kc, Pc, Pk, CR, JR, CG, CL, S, SG, SL, ST, T, 
T(}, TL, C）であるから，完全な体系が成立するO Y, I, S(}, SL, ST, t(}, tL, 






臼1) 一ニ一1一 ek(l+ok)PklR+l£ecC1 L 1 [ lk 1 
Y Y l gk gc J 
この式は（2）～（34), (1日式を用いて書き換えることができる。
白9 L y 
!_kek(l ＋九）｛sG(l-tG)+sTtG ｝ 十~ec(l 十九）（1-sG)(l-tG)
gk岬 gc




家の貯蓄性向 S（｝，労働者の貯蓄性向 SL，政府の貯蓄性向 ST，利潤税の限界税
率ta，賃金税の限界税率 tL，消費財産業における貨幣賃金率んマーク・アッ
プ率 gc，資本の生産弾力性 ec，消費財の実質産出量の再配分率 δcし、かんによ
って決定される。このことは賃金分配率が需要理論的分配理論と供給理論的分
配理論との「綜合化された分配モデル」において決定されることを意味するO
theorien der Einkommensverteilung“， in Frisch, H. (hrsgよ Beitrtigezur Theorie 
der Einkommensverteilung, 1967, s. 115-150. 
側（r札側，（2D. (18），側， m，側式から，





自8 G Y ー
ト今ek(l十Ok){sL(l-tL)+sTな｝－2-ec(l十Oc)(l-sL)(l-tG:)l 
gk gc -
l十今e仙 ak）｛勾（1一勾）ーむ（1-tL）十ST(tG:ー 凶－ι仲 oc)(sG:一勾）（1ー印）
gk gc 








-e ec十SG:(ek-ec)倒 一一一.~. =1- R 
y -1十SG:（九－ecS 1 +sG（九－ec)
ω式において，資本家と労働者のそれぞれの（限界〉貯蓄性向が平均貯蓄性
向sに等しいとき （sG:=SL=s), ST=0, ok=oc=O, tG:=tL=0, lk=gk, lc=gc 
(7) 
であるときには，小論の分配モデルから Harrod的解釈を示す次式が得られる。
ω 手＝ 1ー ｛山ek一九）｝
(1日，（26）～（31）式から， t(}=tL=O,ST=Oであるときには， Kaldorの分配モデ、ル
の分配決定式に類似した総利潤分配率与が得られるo
Q 1 PkIR SL 
Y S(}-SL Y S(}-SL (46) 
この（46）式で、は総利潤分配率は2つの資本の生産弾力性九と ecによって決定
されなくて完全雇用と所与の貯蓄性向 S（｝ と SLとしう仮定の下では相対価格
PilR ？土によって決定されることになる。この相対価格は，（26), (38），倒式によ
間 Robinson, J., op. cit., pp. 73-75, pp. 97-99, pp. 169-171；邦訳， 80-82頁，
104-106頁， 182-184頁。
01) Harrod, R. F., Towards a Dynamic Economics, 1948, p. 77, p. 81, p. 86. 
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PklR 'KkKk Gk れば，一一一一一一 一一一 一一ーとなり，投資財産業における利潤y 一九（1十ok)Y- ek(l +ok)Y 
所得 Gk，資本の生産弾力性 ek，投資財の実質産出量の再配分率九に依存す
るし，利潤率九と資本投入量 Kkkこも依存するO さらに，側式も考慮すれば，
PklR gkNk 相対価格は一一一ー となり，投資財産業のマーク・アップ率h とY -ek(l +ok)Y 
労働投入量 NkKこも依存するものであるO このことは相対価格が投資比率に関










帥 一一一 c =l一 一一一一一y -1十（sG-sL)(ek-ec) 1 + (sG-sL）（九－ec)
似側式から相対的な所得分配率すが得られるo
L L Y 

































































(79) 拙稿，前掲論文， 1977, 149-201頁。この点の考察には，技術進歩に関する次の
展望論文が有用である。 Kennedy,C. and Thirlwall, A. P.，“Surveys in Applied 
Economics : Technical Progress'', Economic Journal, Vol. 62, 1972, pp. 11-72. 
側 この点の考察には次の文献が有用である。Harberger,A. C., Taxation and Welfare, 














(81) この点の考察には，例えば，次の文献が有用である。 Fるhl,c.’”Das Steuerparad-
oxen”， Finanzarchiv, Bd. 17, 1956, s. 1-17. Due, J. F., "The Incidence of a 
General Sales Tax", Public Finance, Vol. 5, 1950, pp. 222-239. 井藤半弥，『m税
原則学説の構造と生成』，昭和44年， 137-471頁。 Mering,0. von, The Shifti1 an 







格形成にも依存することは，例えば， Freiser,Stobbe, Niehans, Krelle, Kromphardt, 
S. Weintraub, M. Kalecki, ]. D. Pitchfordなどの文献によって明確に示すことが
できると思われる。 Freiser,E., a. a. 0 . Stobbe, A., a. a. 0.. Niehans, J., a. a. 0 . 
Krelle, W., a. a. 0.. Kromphardt, ]., a. a. 0.. Weintraub, S., "A Macro-Theory 
of Pricing, Income Distribution, and Employment", 1ヰTelt叩irtschαiftlichesAt舟chi・v
Bd. 102, 1969 I, s. 11一23. Kalecki, M., Theory of Economic Dynamics, 1954 ; 
Ditto，“Class Struggle and the Distribution of National Income”， Kyklos, Vol. 24, 
1971, pp. 1-9. Pitchford, J. Dリ“WagePolicy and Distribution Theory’： Econ・ 





























視することはできなし、」（Weintraub,S., op. cit., p. 19.）と考えて，生産物市場と
要素市場における勢力関係が総生産物に占める各生産要素の分配率を決定し，所与の
貯蓄性向ないしは消費性向に係わる要素所得は投資財の生産と消費財の生産との相互
関係を決定すると仮定する。この逆の相互関係，すなわち，国民純生産に対する各産
業部門の貢献度が所得分配を決定するとし、う相互関係はその見解では成り立たない。
この点は実際にはω式で示された関係の中に存在する。 Weintraubの場合には巨視的
に考察された所得分配の決定要因を含む式から導かれるという点に存在する。それに
しても， Weintraubの優れた議論においてさえもすべての独占理論の場合と同様にマ
ーク・アップ率gの決定要因は何かということを惟かめることはできない。しかし
マーク・アップ率に関する Weintraubの考え方は有用である。
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